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「第７次中期経営計画」の策定について 

 

株式会社紀陽銀行（頭取 原口 裕之）は、今後３年間（2024 年４月～ 2027 年３月）を計画期間とする

「第７次中期経営計画 KX～Kiyo transformation～」を策定いたしましたので、その概要につきまして下

記のとおりお知らせいたします 。 

 

記 

 

１． 計画期間 

2024 年４月～2027 年３月（３年間） 

 

２． 基本方針 

地域の金融リーディンググループとしての機能発揮による地元地域との価値共創 

 

３． コンセプト 

中小企業「取引」を起点としたビジネスモデルへの変革  

 

４． 主要戦略 

① 営業戦略：営業体制の最適化 

② グループ戦略：成長分野への戦略的投資 

③ デジタルバンキング戦略：地域ＤＸの推進 

④ サステナビリティ戦略：地域未来の創造 

 

５． 目指す経営指標 

経営指標 2027 年３月期 

効率性 ① ＲＯＥ 連結 ７%以上 

収益性 
② 

親会社株主に帰属する当期純利益 

（ ）はうちグループ会社寄与額 
連結 

180 億円以上 

(15 億円以上) 

③ 顧客向けサービス業務利益 単体 150 億円以上 

資本水準 ④ 自己資本比率 連結 10-11％程度 

※顧客向けサービス業務利益＝貸出金平残×預貸金利回差＋役務取引等利益－営業経費 

 

以   上  
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KX Kiyo transformation
4経 営 理 念 ・ ビ ジ ョ ン 等

01__中長期的に目指す姿

経営理念

地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む

堅実経営に徹し、たくましく着実な発展をめざす

銀行をこえる銀行へ

お客さまの期待や地域の壁をこえ、銀行という

枠をこえることをめざします

お客さまの期待をこえる

銀行という枠をこえる

地域の壁をこえる

長期ビジョン

お客さまとの価値共創と企業変革への挑戦を続け、

人が未来を創造する地域金融グループとなる

理念

長期的にめざす

あるべき姿

役職員の行動指針

大切にする価値観

マテリアリティ

存在意義

サステナビリティ基本方針

経営理念である「地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む」の実現に向け、

あらゆる企業活動において地域経済の成長と社会課題の解決に貢献します

ステークホルダー（地域社会・顧客・株主・従業員等）と当行グループ双方に

とって重要な課題をマテリアリティ（重要課題）として設定し、中長期的な観

点から経営と一体化した取り組みを推進します

経営の基本姿勢

行動憲章

役職員行動規範

２０２2年8月策定

２０２3年6月策定

① 地域経済の発展

② 人的資本の最大化と持続性向上

③ ガバナンスとコンプライアンスの強化

④ 気候変動への対応

⑤ オペレーショナル・レジリエンスの確保
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5

中小企業取引を起点

としたビジネスモデル

ファイナンス

コンサルティング

リース

キャピタルデジタル

地域GX

市場運用

資産形成

長期ビジョン

お客さまとの価値共創と企
業変革への挑戦を続け、人が
未来を創造する地域金融グ
ループとなる

価 値 創 造 プ ロ セ ス

01__中長期的に目指す姿

人 的 資 本

⚫ グループ従業員数 2,429人

（内紀陽銀行 2,099人)

(内紀陽情報システム 240人)

(内その他 90人）

⚫ お客さまの期待に本気で向き合う企業

風土

知 的 資 本

⚫ 中小企業取引における目利き、ノウハウ

⚫ メイン取引にこだわる本業支援活動

⚫ グループ機能の活用による高度な課題

解決力

社 会 関 係 資 本

⚫ 事業性コアカスタマー数 8,695先

⚫ メインバンクシェア和歌山県内63％

⚫ 預金シェア和歌山県内33％

⚫ 貸出金シェア和歌山県内45％

⚫ 業歴128年の情報とリレーション

⚫ 大阪府での７４年の歴史と地元化

財 務 資 本

⚫ 預金調達 4兆6,825億円

⚫ 貸出資産 3兆7,151億円

⚫ 自己資本比率(連結) 12.99％

⚫ 外部格付 JCR:A+、R&I:A

製 造 資 本

⚫ 店舗数112店舗

⚫ 店舗外ATM138拠点

⚫ 充実した地域内金融インフラ

自 然 資 本

⚫ 豊かな自然環境

⚫ 地域の観光資源 企業文化コーポレートガバナンス コンプライアンス

リスクマネジメントサステナビリティ推進体制 レジリエンス

OUTCOME
（創造する価値）

ACTIVITY
（経営戦略と事業活動）

INPUT
（活用する資本）

マ テ リ ア リ テ ィ
⚫ 地域経済の発展
⚫ 人的資本の最大化と持続性向上
⚫ ガバナンスとコンプライアンスの強化

⚫ 気候変動への対応
⚫ オペレーショナル・レジリエンスの確保

外部環境
⚫ 人口減少・人材流動化
⚫ 金利上昇
⚫ 物価上昇

⚫ 規制緩和
⚫ AI技術の進化・DXの加速
⚫ カーボンニュートラル 社会価値の創出

サステナビリティKPI

長期ビジョンKPI

企業価値の向上

※ 各 計 数 は 2 0 2 3 年 ９ 月 3 0 日 時 点
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01__中長期的に目指す姿

2 0 2 3年 ９月 ３ ０日時点

11,270 11,621 12,167 12,414 12,540 12,537 

28,624 28,963 

31,755 
32,759 32,894 33,031 

2,718 
2,870 

3,102 

3,476 3,418 3,432 

2019/3末 2020/3末 2021/3末 2022/3末 2023/3末 2023/9末

貸出金残高(億円) 預金等残高(億円)
事業性コアカスタマー数

15,252 15,982 
17,277 

18,331 
19,439 20,007 

10,696 10,925 
12,321 12,523 12,555 13,119 

3,352 

3,677 

4,041 

4,563 

4,848 4,919 

2019/3末 2020/3末 2021/3末 2022/3末 2023/3末 2023/9末

貸出金残高(億円) 預金等残高(億円)

事業性コアカスタマー数

大阪府内への出店は 74 年前から

紀陽堺ビル

紀陽大阪ビル

71%

34%

28%

54%

1%

12%

預金等

貸出金

預 金 等 ・ 貸 出 金 地 域 別 構 成

和歌山 大阪 奈良・東京等

63%

10%

2%

37%

90%

98%

和歌山県

大阪南地区

（堺市以南）

大阪府

当 行 メ イ ン バ ン ク 取 引 状 況

紀陽銀行 その他

68 

10 

41 

23 

3 

2 

店舗数

事業性拠点数

店 舗 数 地 域 別 構 成

和歌山 大阪 奈良・東京等

本店

大阪府
⚫ 2025年開催予定の大阪・関西万博による経済波及効果の期待

⚫ 2030年開業予定の統合型リゾート立地による生産増加・雇用
創出の期待

和歌山県
⚫ リゾート地の白浜や世界遺産に登録されている高野山をはじめ

とした観光資源が豊富

⚫ 本州最南端に位置し、温暖な気候から県内各地で果物栽培がお
こなわれており、みかん・うめ・かきなど全国でもトップ水準の
生産量を誇る

53%

54%

47%

43% 3%

役員

従業員

役 員 ・ 従 業 員 地 域 別 構 成

和歌山 大阪 その他

人口 事業所数 総生産 所得/人

877万人 37.７万事業所 ４１兆円 3,055千円

人口 事業所数 総生産 所得/人

89万人 4.8万事業所 3兆円 2,986千円

（ 総 務 省 、 大 阪 府 の 統 計 資 料 等 よ り 当 行 調 査 ）

（ 総 務 省 、 和 歌 山 県 の 統 計 資 料 等 よ り 当 行 調 査 ）

大阪府

和歌山県

貸出金シェア 3.5% 預金シェア 1.1%

貸出金シェア45.2% 預金シェア33.6%

全国2位
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01__中長期的に目指す姿

人的資本に関する考え方 長期的に目指す人材ポー ト フォ リオ

長期ビジョン
お客さまとの価値共創と企業変革への挑戦を続け、
人が未来を創造する地域金融グループとなる

経営戦略 中小企業取引を起点としたビジネスモデル

【目標指標】

ROE8%以上

人事戦略 求める人材像 Be“CHANGE” の実現

事 業 競 争 力 の 強 化 B e “ C H A N G E ” の 浸 透

人 的 資 本 投 資 の 強 化

人
的
資
本
へ
の
再
投
資

カ
ル
チ
ャ
ー
の
浸
透

企 業 価 値 の 向 上

人 的 資 本 の 価 値 最 大 化 と 持 続 性 向 上

融合

人材育成
方針

多様な学びの機会を提供し、挑戦と成長を後押しする環境を整備することで、従業員一
人ひとりの自律的な思考・行動を促し、求める人材像に向けた人材育成をめざす

社内環境
整備方針

従業員の心身の健康の保持・増進に向けた取り組みを推進するとともに、多様な価値観
や働き方を受容する組織風土を醸成することで、従業員の働きがいの向上を図り、従業
員一人ひとりが最大限に能力を発揮できる環境を整備する

ダイバーシティ＆インクルージョン

アップスキリング/リスキリング

エンゲージメント

時間や場所にとらわれない働き方

人材ポートフォリオ

⚫ 目指す人材ポートフォリオ構築
⚫ ソリューション営業人材への人的資本投資

⚫ 中途採用者の活躍推進
⚫ 女性の活躍推進
⚫ 高年齢者の活躍推進

⚫ スキル向上に向けた自律的な学び支援
⚫ 多様な学びの機会提供

⚫ 主体性が発揮できる環境整備
⚫ 挑戦を後押しする企業風土の醸成
⚫ 自律的なキャリア実現機会の提供

⚫ 働きやすい職場環境の整備
⚫ 柔軟な働き方の推進
⚫ 時差勤務、在宅勤務等の環境整備

519 536 
620 

83 
90 

93 

2022年度 2026年度 2029年度 2032年度

ソリューション営業人材
本業付加価値／ソリューション営業人材

372 

1,200 

500 

290 

950 

10 50 

2022年度 2026年度 2029年度 2032年度

DXサポーター DXコア人材 DXスペシャリスト

261 280 
330 

2022年度 2026年度 2029年度 2032年度

戦略系グループ会社

36 50 
70 

60 
70 

90 

2022年度 2026年度 2029年度 2032年度

経営戦略企画人材 本部専門人材

2022年度 2032年度

本業付加価値
（＝貸出平均残高×預貸利回差＋役務取引等利益）

４３２ 億円 ５８０ 億円

本業支援人的資本ROI
（顧客向けサービス業務利益／人件費）

0.83 倍 1.00 倍

ソリューション営業人材 ５１９ 人 ６２０ 人

本業付加価値／ソリューション営業人材 ８３ 百万円 93 百万円

経営戦略企画人材 ３６ 人 70 人

本部専門人材 60 人 90 人

戦略系グループ会社 261 人 330 人

DX人材（合計） 372 人 1,500 人

貸出金

5兆円以上

ROE

8％以上

（人）

（人）

（人、百万円）

（人）
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01__中長期的に目指す姿

ソ リ ューシ ョン営業人材

エンゲージメントスコア 当行
同業
同規模

支援 74 71

人間関係 76 74

経営戦略企画人材

⚫ 中小企業取引を起点としたビジネスモデルの実現に向け、直接お客さまと
接する「ソリューション営業人材」のポートフォリオ増強と構築に向け選択と
集中を加速し、お客さまへの付加価値の提供により、本業支援人的資本
ROIの向上を図る

ソリューション営業人材の増員 本業付加価値/ソリューション営業人材

⚫ 長期ビジョンの実現に向けた経営戦略の企画・立案、新たな収益ドライ
バーを創出する人材を育成

⚫ タレントマネジメントによる企画セクションへの計画的な配置により、中長
期的に企画人材を安定的に確保

ロードマップ 収益ドライバー

新事業領域 アライアンス

本 業 支 援 人 的 資 本 R O I ： 顧客向けサービス業務利益/人的資本投資（人件費）

顧客向けサービス業務利益の拡大 人的資本投資（人件費）の拡大

人材確保
• DX、BPR推進による事務人員の再配置
• 即戦力の中途採用人材の確保

リスキリング
• 新任担当者を対象とした研修充実
• リーダー層のマネジメントスキル向上

アップスキリング
• 思考力強化コンテンツ拡充
• 資格取得の支援、奨励
• 情報連携の高度化

環境整備
• 顧客管理の高度化
• AI業務サポート体制
• エンゲージメントの向上

139 156 
200 

2022年度 2026年度 2029年度 2032年度

167 180 200 

2022年度 2026年度 2029年度 2032年度

2032年度

1.00 倍
0.83 

0.87 

1.00 

2022年度 2026年度 2029年度 2032年度

519 536 
620 

2022年度 2026年度 2029年度 2032年度

432 483 
580 

83 

90 
93 

2022年度 2026年度 2029年度 2032年度

本業付加価値（億円）

本業付加価値/ソリューション営業人材（百万円）

| ソリューション営業人材
直接、お客さまに対する付加価値（ソリューショ
ン）を提供する人材

| 本業付加価値
貸出金平均残高×預貸金利回差＋役務取引等利益

（単位：億円） （単位：億円）

（単位：人）

（単位：倍）

経 営 戦 略

OJT機会の増加、営業拠点の一体感

ポテンシャルに応じた活動

若手行員の成長機会

働きがいの創出

挑戦する文化醸成

営業拠点の集約、組織力・提案力の向上

メインバンク取引の企業文化

本業支援活動の機会創出

収益機会の創出

本業支援人的資本ROIの向上

コ
ア
カ
ス
タ
マ
ー
戦
略

営

業

戦

略

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
営
業
人
材

人 事 戦 略

ボリューム
カスタマー

マスリテール層

ローコストカスタマー

コアカスタマー
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行内名称 DXサポーター DXコア人材 DXスペシャリスト

KPI（2032年度) 500 人 950 人 50 人

人材像

ITや課題解決に関する基本
的な知識を有する人材

基本的なITや課題解決に関
するリテラシーを有し、担当
業務においてＤＸを推進でき
る人材

ITや企業経営に関する高い
専門性を有し、DXに向けて
組織をリードできる人材

銀行業の
高度化人材

システム開発

システム開発を通じ、変革
の実現に貢献できる人材

変革に必要なデジタル技
術の利活用やシステム開発
案件をプロジェクトマネー
ジャーとしてリードできる
人材

本部企画

新事業の企画立案や経営
課題の解決に向けて、変革
を実務担当者として推進で
きる人材

新事業の創出や課題解決
に向けて行内外のリソース
を横断的に活用し、変革を
リードできる人材

地域の
DX推進人材

IT コ ン サ ル
ティン グ ・地
域DX

取引先や地域の変革、課題
解決に向けて、提案・支援
活動を事務担当者として推
進できる人材

取引先や地域の変革、課題
解決に向けて行内外のリ
ソ ースを活用し 、案件を
リードできる人材

人 的 資 本 経 営

01__中長期的に目指す姿

本部専門人材 エンゲージメン トスコア （ W e v o x ）

D X人材
【強み】業界平均より高い項
目であり、高得点を維持する
ためさらに行内文化を醸成

【課題】業界平均より低い項目であり、改
善に向けた取組みを促進

⚫ キャリアチャレンジ制度
⚫ 女性向けキャリアデザインフォーラム
⚫ セカンドキャリア研修
⚫ キャリア育成塾・キャリア研修
⚫ 育休取得前研修・職場復帰前研修

「キャリア機会の提供」に関する取り組み

⚫ 「未来創造室」の新設
⚫ 行内兼業制度
⚫ コアカスタマー戦略
⚫ リスキリング支援金

「挑戦する風土」に関する取り組み

2032年度

７０ 80 以上

2032年度

57 70 以上

総 合

2032年度

68.7 72 以上

⚫ 当行グループのDX文化を醸成し、経営戦略の実現や地元企業・地域のDX
による課題解決に資する人材ポートフォリオの構築を目指す

⚫ リファラル採用、アルムナイ採用
⚫ 時間や場所にとらわれない働き方（時差勤

務、在宅勤務、リモート勤務）

⚫ ソリューション営業人材の本業支援活動を支える本部専門人材を育成・確
保し、お客さまや地域に対する本業支援活動を質量の増加と収益の向上を
図る

⚫ 組織横断的なＤＸ戦略、デジタルバンキング戦略を支えるＩＴ/ＤＸの専門人
材の増強を図り、システム関連施策の実装と実現を図る

本部専門人材

ソリューション
営業人材

地元企業

事業

承継
M＆A

脱炭素 IT

不動産

外為

支 援 本 業 支 援

シス

テム
戦略

IT 非対面

DX

効率化

本部各部署 DX戦略
デジタル戦略

支 援

68.7

74
76

66
70

57

69.2

71

74
68 75

61

71.9

74

77

73

79

70

総合 支援 人間関係 組織風土 キャリア機会

の提供

挑戦する

風土

当行 ベンチマーク（金融業界×同規模） ベンチマーク（全業種×全企業規模）
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01__中長期的に目指す姿

マテリアリティ リスクと機会 主な取組み サステナビリティＫＰＩ
２０２２年度
実績

２０２６年度
７次中計最終年度

２０３２年度
長期ビジョン達成時

地域経済の発展
リスク

事業者数減少による地域の産業構造の変化

労働力人口減少による地域の生産力の低下
• 事業者への本業支援の強化

• 創業・スタートアップ支援の強化

• 事業者に対するDX提案

本業付加価値 【長期ビジョンＫＰＩ】 43２億円 48３億円 5８０億円

創業支援相談先数 91件 累計370件 累計1,500件

機会
融資および本業支援による事業者の成長・発展

創業やスタートアップ支援による地域経済の活性化
DX関連事業の受託件数 18件 累計100件 累計300件

人的資本の最大化と
持続性向上

リスク
環境整備不足による優秀な人材の流出、採用難

スキル承継の停滞による競争力の低下
• 人事戦略と経営戦略の融合

• 働きがいのある職場づくり

• 多様な働き方に対する環境整備

本業支援人的資本ＲＯＩ 【長期ビジョンＫＰＩ】 0.83倍 0.8７倍 1.00倍

ソリューション営業人材一人当たりの
本業付加価値

83百万円 90百万円 93百万円

ソリューション営業人材の配置人数 519人 536人 6２０人

機会 人的資本経営の実践による企業価値の向上

エンゲージメントスコア（総合） 68.7 70 72以上

エンゲージメントスコア（挑戦する風土） 57 60 ７０以上

エンゲージメントスコア（キャリア機会の提供） 70 75 ８０以上

時差勤務・在宅勤務等の利用者数
233人

(2023/12時点）
400人以上 50０人以上

ガバナンスと
コンプライアンスの強化

リスク
取締役会の機能不全による不適切な企業統治

不祥事件の発生による金融機関としての信用の失墜
• 取締役会の実効性評価

• 行動憲章・役職員行動規範の浸透

• 人権方針の浸透

外部機関評価による取締役会の実効性向上 ―
外部機関
評価導入

外部機関
評価導入

機会
取締役会の実効性向上

顧客本位の営業体制構築による営業基盤の確立
継続的な実施および各方針の浸透 ― ― ―

気候変動への対応 リスク
環境破壊による自然資本の毀損

地域脱炭素化の停滞による地元経済の減退
• サステナブルファイナンスの推進

• ＴＣＦＤを活用した気候変動対応

• 脱炭素に関するソリューション営業
の展開

サステナブルファイナンス実行額 1,338億円 7,000億円（2029年度目標）

CO2排出量削減割合（２０１３年度比） 65% 70%（2030年度目標）

機会 地域脱炭素化による事業者の収益機会の創出 脱炭素ソリューション実績件数 65件 累計180件 累計800件

オペレーショナル・
レジリエンスの確保

リスク
大規模災害による金融インフラの停止

情報流出（サイバー攻撃等）による信用の失墜 • 激甚災害に対するBCP体制強化

• サイバーセキュリティの強化
継続的な実施および取組内容の高度化 ― ― ―

機会
顧客目線での危機時の影響の極小化

ブランドイメージの向上

※ 本 業 付 加 価 値 は 取 引 先 に 対 す る サ ー ビ ス の 付 加 価 値 （ 本 業 の 売 上 高 ） を 示 す （ 計 算 式 ： 貸 出 金 平 残 × 預 貸 金 利 回 差 ＋ 役 務 取 引 等 利 益 )

※ 本 業 支 援 人 的 資 本 Ｒ Ｏ Ｉ は 本 業 に お け る 人 件 費 の 投 資 利 益 率 を 示 す （ 計 算 式 ： 顧 客 向 け サ ー ビ ス 業 務 利 益 ÷ 人 件 費 ）

※ 累 計 は 2 0 2 4 年 ４ 月 以 降 分 を 集 計
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02__企業価値向上に向けた取り組み

企業価値向上に向けた考え方 (2024/2末基準） 地方銀行 予想 R O Eと P B R

株価推移 株式情報 （2023年9月30日）

※当行独自調べ

発行済株式総数 普通株式 67,300,000株（うち自己株式1,902,152株）

株主総数 普通株式 １５，０６９名

25%

38%

23%

1%

13%
個人・その他

金融商品取引業者

その他の法人

金融機関

外国法人等

収 益 効 率 性

安 定 的 成 長

P B R

0.54倍
程度

P E R ：8.5倍程度R O E ：6.5%程度

2023年度業績予想ベース

R O R A
(当期純利益/リスクアセット）

⚫ 貸出金ポートフォリオの再構築
⚫ 非金利収益の増強
⚫ コストコントロール

財 務 レ バ レ ッ ジ
(リスクアセット/株主資本）

⚫ 資本の最適配分
⚫ リスクアセットコントロール
⚫ 政策投資株式の縮減
⚫ 株主還元の充実

株 主 資 本 コ ス ト

⚫ 事業リスク低減（β縮小）
⚫ 事業ポートフォリオの分散
⚫ 信用リスクコントロール
⚫ コーポレートガバナンス

期 待 成 長 率

⚫ サステナビリティ経営の高度化
⚫ 成長ストーリーの明示
⚫ 戦略的IR
⚫ 人的資本投資の実践
⚫ 地域経済への貢献

広義の株主資本コスト

※当行独自調べ

（2016/1マイナス金利導入、2016/3を100とした指数））

当行



字

KX Kiyo transformation
13

収益力強化
RORAを意識 した 貸出 金ポー ト フ ォリ オの再 構築

RORA向上
非金利収益の増強

コストコントロール
経費削減による成長投資 余力 の創 出

与信費用コントロール

ROE向上 RWAコントロール 収益性と健全性を意識 した 積極 的な リス クア セ ットへ の投 資

資本の最適配分
成長分野への経営資源配 賦

財務レバレッジ適正化
戦略的投資の拡大

PBR向上 株主還元
株主還元方針

自己株式取得

成長期待醸成 期待成長率の向上
持続可能性の向上・ESG の取り 組み

戦略的 IR

PER向上

株主資本コスト抑制 ボラティリティ抑制
適時適切な与信管理

本業収益以外の安定的な 確保

P B R 向 上 に 向 け て

02__企業価値向上に向けた取り組み

P B R ・ R O Eの推移

P B Rロジッ クツリー

6.31

5.75

8.03

5.17
5.32

5.08

6.11
5.89

6.37

1.69

6.50%程度

0.54
0.60

0.42

0.55
0.51 0.48

0.46 0.48

0.36

0.44

2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3 2026/3 2027/3

ROE[連結]（％） PBR（倍)

広義の株主資本コストの抑制

ROE

5%以上

ROE

8%以上

第 5 次 中 計 第 6 次 中 計 第 7 次 中 計 中 長 期 的 目 標

目 標 指 標

PBR

1倍以上

株主資本コスト：6%程度
* CAPMに基づき算定（当行独自試算）

ROE

7%以上

目 標 指 標
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0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

0.0% 0.5% 1.0% 1.5% 2.0%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

0.0% 0.5% 1.0% 1.5% 2.0% 2.5% 3.0% 3.5% 4.0%

R O E 向 上 に 向 け た 取 り 組 み

02__企業価値向上に向けた取り組み

アセッ ト別 リスクアセッ ト増減 イ メージアセッ ト別 R O R A

事業性貸出等エ リア別リスクアセッ ト増減 イメージ事業性貸出等エ リア別 R O R A

ROA

RORA

円の大きさ ：リスク経費控除後収益

●実線 ：2022年度実績

〇点線 ：今後の方向性

住宅ローン

不動産業向け貸出

ストラクチャード
ファイナンスアパビル

公共貸出

その他ローン

ROA

RORA

事業性貸出

コーポレートファイナンス

●実線 ：2022年度実績

〇点線

（円の大きさ

：今後の方向性

：リスク経費控除後収益）

6,873 
8,178 

751 

1,284 
513 

768 
1,418 

1,527 
1,450 

1,727 
1,138 

1,296 
231 

236 

2023/3末 2027/3末（計画） 2033/3末

事業性貸出 ストラクチャードファイナンス 不動産業向け貸出

コーポレートファイナンス 住宅ローン アパビル

その他

2,334 2,548 

5,963 
7,253 

1,258 

1,956 

2023/3末 2027/3末（計画） 2033/3末

和歌山・奈良 大阪 東京

9,555

11,758

12,374

15,016

（億円）

（億円）

※ 奈良県は和歌山県に含む
※ 事業性貸出・ストラクチャードファイナンス・不動

産業向け貸出・コーポレートファイナンスの合計

※事業性貸出・ストラクチャードファイナンス・ 不動
産業向け貸出・コーポレートファイナンスの合計

東 京

大 阪

(貸出金シェア3.5%)
和 歌 山

(貸出金シェア45.2%)

：2020年度からの遷移トレンド
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02__企業価値向上に向けた取り組み

顧客向けサービス業務利益 役務取引等収益 ・ 顧客向けクーポンスワップ関連収益

64 

80 79 76 

33 

33 35 
35 

10 

20 
27 31 

4 

3 

6 

26 

2018/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期 2033/3期

顧客向けクーポンスワップ関連収益 事業性取引関連手数料 預り資産関連手数料 その他

（億円）

16 

90 

124 

139 

121 

156 

2018/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期 2033/3期

第7次中計
最終年度
(計画)

第6次中計
最終年度

(業績予想)

第4次中計
最終年度
(実績)

第5次中計
最終年度
(実績)

111

138

149

169

1４６

166

第7次中計
最終年度
(計画)

第6次中計
最終年度

(業績予想)
第5次中計
最終年度
(実績)

第4次中計
最終年度
(実績)

（億円）
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開示 ・ フ ィ ー ド バ ッ ク

• 積極的な対話の実施・情報開示の充実を図る

株主総会 参加者数 96名

決算説明会
（機関投資家・アナリスト）

開催回数 ２回
参加者数 ７９名

個別面談
（機関投資家・アナリスト）

面談回数 19回

会社説明会
(地元取引先・株主)

開催回数 ５回
参加者数 614名

P E R 向 上 に 向 け た 取 り 組 み

02__企業価値向上に向けた取り組み

戦略的 I Rの展開 ・ 強化

4.9

11.5

8.0
7.0

10.6
9.0 9.3

8.2

6.8

24.8

PER（倍） 取締役会 ・ 経 営陣への報告 ・ 分 析

戦略・施策
• PBR1倍に向けた取り組みの開示
• エリア特性にあった戦略（和歌山・大阪）の明示

資本政策
• 株主還元の充実
• 適正自己資本比率の水準の明示

人的資本
• 目指す人材ポートフォリオの開示
• 従業員エンゲージメントの開示充実

サステナビリティ
• 地域活性化への取り組み
• 気候変動への取り組みに対する開示の充実

ガバナンス
• スキルマトリックスの項目の説明・選定理由
• 取締役会の実効性評価の課題認識

（ 2 0 2 3 年 度 実 績 ）

経営戦略 ・ 施 策への反映

• 「企業価値向上に向けた取り組み」を開示

• 総還元性向４０％以上へ引き上げ

• 適正自己資本比率１０－１１％程度と明示

• 経営戦略を実現する人事戦略の検討

• インキュベーション施設の新設検討

• 気候変動に伴う移行リスクの分析対象拡大

• スキルマトリックスの改定・開示の充実

• 取締役会実効性向上に向けた外部機関評価導入

企業価値
向上

対 話

課題抽出

実 行
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02__企業価値向上に向けた取り組み

2023/3 末

利益

蓄積

自己株式

取得

リスクアセット

増加

配当

バーゼルⅢ

完全適用の影響

適 正 自 己 資 本 比 率 ＜ 連 結 ＞ 1 0 - 1 1 % 程 度

11

自己資本比率

＜連結＞

13.03%
⚫ 成長投資の実施

⚫ 株主還元の充実

⚫ 成長投資の検討

⚫ 適正自己資本比率内での 資本 蓄積

⚫ 安定した株主還元の 実施

⚫ 適正自己資本比率に向け た資 本蓄 積

⚫ リスクの抑制

⚫ 株主還元方針の見直 し

⚫ リスクの削減

⚫ 資本増強

バッファー資本2 %

リーマンショック級 のス ト レス発 生想 定

2027/3 末

キャピタルアロケーション イメージ

規制上の必要最低自己資本比率

当行が認識している維持したい自己資本比率

利益

蓄積

（％）

中長期的目標
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22
25 25 24 24 24 24 24

27 26

10

15 15
10 10 10 10 10

20

30.2%
35.4%

23.4%

31.2% 29.2% 29.3%
24.7% 24.7%

30.2%

66.9%

2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

配当総額 自己株式取得額 総還元性向

資 本 政 策 ・ 金 利 上 昇 に よ る 影 響

02__企業価値向上に向けた取り組み

株主還元方針 円金利上昇による影響

（億円）

３２

40 40

34

47

26

34 34 34 34

⚫ 総還元性向40％以上、１株あたり年間配当金50円

健全な財務体質 成長投資

企業価値向上に向けた成長投資適正な自己資本の維持

企業価値向上

40%以上
(予定)

貸出残高

37,895億円

64%

72%

1年目 2年目 3年目

貸出金全体 24 25 27

うち市場金利連動＋固定 8 9 11

⚫ 円金利が0.1％上昇した際の貸出金に対する利息増加額

※ 固定金利貸出は償還を迎えたものを再度貸出

※ 長短金利はパラレルに上昇し、変動・固定とも金利が上昇した分、貸出金利が上昇

株主還元の充実

変動金利

49%

固定金利

51%

短期プライムレート

15%

住宅ローン
基準金利

25%

市場金利

9%

1年以内

15%

1年超2年以内

5%

2年超3年以内

3%

3年超5年以内

7%

5年超

21%

(2023年１２月末時点)

（単位：億円）
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20第 ７ 次 中 期 経 営 計 画 の 位 置 づ け

03__第7次中期経営計画の概要

長期
ビジョン

第９次

第８次

第７次

第５次

第6次

ギャップ解消

マテリアリティへの取り組み

課題抽出

バックキャスト

長期ビジョン

お客さまとの価値共創と企業変革への挑戦を続け、人が未来を創造する地域金融グループとなる

2022年8月策定

STEP①

STEP②

STEP③
企業価値向上

ROE ７％以上

中長期的目標

PBR 1倍以上

ROE 8％以上

経営資源を優先的
に投下する層

効率的なアプローチ
を実施する層

ボリューム
カスタマー

マスリテール層

ローコスト
カスタマー

コアカスタマー

コアカスタマー戦略
（第5次中期経営計画より）

第5次中期経営計画 第6次中期経営計画

基本方針
地域における更なる存在感の向
上と収益力の強化の両立

地域における圧倒的な存在感の
発揮とグループ機能の最大化

主要戦略

1. 中小企業向け貸出を起点とし
たビジネスモデルの深化

2.競争力を拡大する新しい営業
体制の構築

1. 中小企業分野への経営資源の
集中投下

2.グループ機能を活用した新た
な収益機会の創出

3.戦略を実現するための人材育
成と人事制度の改革

目指す
経営指標

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益
【連結】

100億円以上
顧客向けサービス
業務利益【単体】 100億円以上

本業OHR【単体】 90%以下 本業OHR【単体】 75%以下

自己資本比率
【連結】 9%以上

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益
【連結】

125億円以上

株主還元率
安定的に

30%程度
ROE【連結】 5%以上
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03__第7次中期経営計画の概要

基 本 方 針 地域の金融 リ ー デ ィ ン グ グ ル ー プ と し て の 機 能 発 揮 に よ る地 元 地 域 と の 価 値 共 創

コ ン セ プ ト 中 小 企 業 「 取 引 」 を 起 点 と し た ビ ジ ネ ス モ デ ル へ の 変 革

メ ッ セ ー ジ
K X ～ K i y o t r a n s f o r m a t i o n ～
長期 ビ ジ ョ ン の 達 成 ・ 企 業 価 値 の 向 上 に 向 けた 企 業 変 革 へ の 挑 戦

事業性顧客への営業体制最適化

移動時間 営業時間

コンサルティングの強化

ソリューション戦略部新設

New

主要戦略①：営業戦略 営業体制の最適化

貸出金ポートフォリオの増強

ストラクチャードファイナンスの増強etc.

地域DXの推進デジタルバンキング

組織横断的なDX推進
DX戦略部新設

New

主要戦略③：デジタルバンキング戦略 地域DXの推進

Incubation

創業・スタートアップ支援

New

主要戦略④：サステナビリティ戦略 地域未来の創造

公共貸出・PFIへの取り組み

戦略系グループ会社への経営資源傾斜配賦

事務受託 職業紹介 保証 カード

リース キャピタルシステム New

戦略系グループ会社

主要戦略②：グループ戦略 成長分野への戦略的投資

New

新たな収益機会の創出

未来創造室新設etc.

リテール営業体制

お客さまのライフプランの実現

地方創生部・（仮称）創業支援室の新設 インキュベーション施設の新設検討etc.

New

サステナビリティ経営の高度化

非対面チャネルの充実 DX支援・ITコンサルティングの強化
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03__第7次中期経営計画の概要

R O E＜連結＞ 親会社株主に帰属する当期純利益＜連結＞

顧客向けサービス業務利益＜単体＞ 自己資本比率＜連結＞

6.4 

1.7 

6.5 

2022/3期 2023/3期 2024/3期

(業績予想）

2027/3期

（計画）

（％）
7.0 ％以上

142

25

130

165

12

14

13

15

2022/3期 2023/3期 2024/3期

(業績予想)

2027/3期

(計画)

紀陽銀行 グループ会社寄与額

（億円）
180 億円

以上

124
139

121

150

2022/3期 2023/3期 2024/3期(業績予想） 2027/3期(計画)

（億円）

※顧客向けサービス業務利益＝貸出金平残×預貸金利回差＋役務取引等利益－営業経費

1５0 億円

以上
10.82

13.03 12.99 

2022/3末 2023/3末 2024/3末(業績予想） 2027/3末（計画）

（%）

10-11%
程度

154

39

143

※2023年3月末バーゼルⅢ最終化早期適用
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03__第7次中期経営計画の概要

利益計画

利益成長イメージ（当期純利益＜連結＞※）

2024/3期

(業績予想）

2027/3期

（計画）

貸出金利息

役務取引等利益

グループ

会社利益

物件費等

その他
有価証券

関係利益

与信コスト
法人税等

第５次中期経営計画期間 第６次中期経営計画期間 第7次中期経営計画期間

2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期 2026/3期 2027/3期

（実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （業績予想） （計画） （計画） （計画）

１ 資金利益 434 444 421 451 432 407 434 457 474

２ うち貸出金利息 325 330 335 341 349 ３５４ 381 392 400

3 うち預金等利息（▲） ８ 6 3 1 1 １ 4 4 4

4 役務取引等利益 ５９ 66 78 83 82 79 84 85 85

5 経費（▲） 352 342 333 322 312 ３２１ 334 336 334

6 うち人件費 184 178 176 171 167 ー 177 179 180

7 うち物件費 144 137 132 127 123 ー 134 133 131

8 コア業務純益 138 173 170 219 217 145 169 200 224

9 顧客向けサービス業務利益 42 67 90 124 139 １２１ 131 144 156

10 有価証券関係損益 124 118 123 105 ▲166 60 60 83 94

11 与信コスト総額（▲） 15 1 33 41 ▲3 ２０ 30 30 30

12 経常利益 169 203 191 223 28 186 180 216 239

13 当期純利益＜連結＞※ 116 137 135 154 39 １４３ 136 162 180

14 うちグループ会社寄与額 7 8 7 12 14 １３ 13 14 15

15 ＲＯＥ＜連結＞ 5.1% 6.1% 5.9% 6.4% 1.7% 6.5% 6.0% 6.9% 7.4%

16 自己資本比率＜連結＞ 9.3% 9.9% 10.4% 10.8% 13.0% ー 12.0% 12.2% 11.6%

当期純利益

＜連結＞※

当期純利益

＜連結＞※

（億円） 預金等利息
人的投資

（単位：億円）

※親会社株主に帰属する 当期 純利 益
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03__第7次中期経営計画の概要

人材ポー ト フ ォ リオ ダ イバーシティ＆ イン クルージョン

エンゲージメン ト スコ ア （ W e v o x ） 時 間や場所にとらわれない働き方

512 519 524
536

83 83 
85 

90 

2022/3期 2023/3期 2024/3期（見込） 2027/3期（計画）

ソリューション営業人材 本業付加価値/ソリューション営業人材

11 11 11

15

18.4 
19.6

21.5

26

2022/3期 2023/3期 2024/3期（見込） 2027/3期（計画）

中途採用者比率 女性管理職比率

368

233

2023/3期 2023年12月末時点 2027/3期（計画）

時差勤務・在宅勤務等利用者数

68.7

70

57

60

70

75

2023/3期 2024/3期（見込） 2027/3期（計画）

総合 挑戦する風土 キャリア機会の提供

（％）（単位：人、百万円）

（単位：人）

本業支援人的資本RO I
（ 顧客向けサービス業務利益／人件費）

0.83倍→0.87倍

４００

以上
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03__第7次中期経営計画の概要

事業性顧客への営業体制最適化

管理移管前 管理移管後

大阪事業部

堺事業部

南大阪事業部

和歌山事業部

営業
時間

移動

時間
移動時間を

年間約9,800時間削減

事 業 性 顧 客 の 管 理 移 管 事 業 部 別 活 動 ウ エ イ ト イ メ ー ジ

⚫ 事業性顧客の所在地により近隣店舗への管理移管を実施し、移動時間を営業時間に転換することで本業支援機会を創出

⚫ 事業部毎のマーケットに応じたミッションや活動ウエイトを明確化し地元地域、地元企業の持続的発展に資する活動を展開

大阪ビル

⚫ 大 阪 支 店 の ホ ー ル セ ー ル
専門拠点化

⚫ 不 動 産 貸 出 関 連 推 進 セ ク
ション新設予定

愛称：熊野白浜リゾート空港

( 2 0 2 4 / 7～）

大阪事業部 堺事業部 南大阪事業部

和歌山事業部

7名増員

事 業 性 関 連

リ テ ー ル 関 連 本 業 支 援 活 動

4,903 4,881 

1,973 2,018 

2,631 2,695 

6,013 6,656 

2022/3 2023/3 2024/3(見込） 2027/3(計画)

和歌山事業部 南大阪事業部 堺事業部 大阪事業部

（億円）

事業部別事業性貸出金残高（期末月平均残高）末月平
均残高）

15,520
16,250

16,787

管理移管
事業性取引先の担当店を口座開設店に依らず 、最寄り店にて担当する体
制を構築。従来、担当店変更に際して口座番号の変更等が必要であった
が、管理移管体制では取引先の諸手続きは不要。

事業部 事業性顧客先数 貸出金

大阪事業部 ＋約200先 ＋約300億円

堺事業部 ▲約230先 ▲約340億円

南大阪事業部 ＋約40先 ＋約60億円

和歌山事業部 ▲約10先 ▲約20億円

8,342 8,581 
8,881 

2022/3 2023/3 2024/3(見込) 2027/3(計画)

事業性コアカスタマー先数

500先

以上増加
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ス トラクチャー ドフ ァ イ ナンスの増強 コンサルティングの強化

Ｓ Ｆ 推 進 室 東 京 支 店

コーポレート営業、企画、関連業務等

592 
723 

907 
1,080 

1,605 

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3(見込) 2025/3 2026/3 2027/3(計画)

（億円）

ストラクチャードファイナンス残高（期末月平均残高）
末月平均残高）

増員予定

⚫ 2023年4月、ストラクチャードファイナンス推進室を新設

⚫ 第7次中期経営計画期 間において残高の伸長 と、RORA水 準の
維持・向上を図る

⚫ 第７次中期経営計画期間中においては、「事業承継・M&A」、「顧客
向けクーポンスワップ取引」、「ビジネスマッチング」の３分野を重
点施策とし、地元企業の経営課題の解決に資する活動を展開

本部 営業店本業支援策検討

クーポンスワップ ビジネスマッチング

• 案 件 ソ ー シ ン グ 強 化
（ セ ル サ イ ド ） の た め 、
支店長管理 先を 選定
し 、 重 点 的 に 課 題 と
解決策を共有

• バ イ サ イ ド （ ス ト ロ ン
グ バ イ ヤ ー 、 地 域 中
核 企 業 ） と の 接 点 強
化

• Ｐ Ｅファンドとの連携
強化

• ク ー ポ ン ス ワ ッ プ 取
引 を 起 点 と し 、 地 元
企 業 の 外 為 取 引 メ イ
ン化を推進

• 輸 入 業 者 の 多 い 大 阪
エ リ ア で 取 引 先 を 開
拓

• 新 商 品 導 入 に よ る 他
行比優位性の確保

• 地 元 企 業 の 設 備 ニ ー
ズ に 対 し 建 築 請 負
マッチングを推進

• 業 者 と の ア ラ イ ア ン
ス 強 化 に よ り 、 当 行
エ リ ア 内 の 情 報 プ
ラ ッ ト フ ォ ー ム を 構
築

計画期間中

収益見込額

１0億円以上

計画期間中

収益見込額

2０億円以上

計画期間中

収益見込額

2０億円以上

事業承継・M&A

東 京 本 部 本 業 支 援 案 件 相 談 会



字

KX Kiyo transformation
27① 営 業 戦 略 _ 営 業 体 制 の 最 適 化

03__第7次中期経営計画の概要

リテール部門の営業体制

対面チャネル

窓口、営業、職域、マネープラザﾞ、住宅ローンセンター

入学・ｱﾙﾊﾞｲﾄ 就職 結婚・出産 住宅・車購入 子供の成長

顧 客

定年退職 終活

口座開設
デビットカード

口座開設
給与振込
NISA
クレジットｶｰﾄﾞ
カードローン

積立定期
資産運用
生命保険

住宅ローン（口
座開設）
自動車ローン
損害保険

教育ローン
保険見直し

退職金
運用見直し

相続関連
介護
葬儀、墓 等

非対面チャネル

資 産 形 成 層 シ ニ ア 層若 年 層

未就学児

口座開設エ
リ
ア
内

エ
リ
ア
外

【 イ ン タ ー ネ ッ ト 支 店 】 無 担 保 ロ ー ン

【 イ ン タ ー ネ ッ ト 支 店 】 預 金

金融資産
の推移

アウトバウンド インバウンド

各システム連携
データ蓄積・統合・分析

マスリテール層 コアカスタマー層

顧客セグメントに応じたリーチ

世
代
・ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ

4,112 4,160 4,200 
5,090 

39,656 
40,629 

42,600 

50,400 

2022/3期 2023/3期 2024/3期(見込） 2027/3期(計画)

預かり資産残高（仕組債除く） NISA口座数 相続関連業務成約件数(単年度)

（億円）

⚫ 「お客さまの最善の利益はそれぞれのお客さまが描かれるライフ
プランの実現」と考え、顧客セグメントに応じた非対面と対面の両
立による営業体制を構築

お 客 さ ま 本 位 の 業 務 運 営 に 関 す る 基 本 方 針

56 

82 

106 

153 

3.7 3.6 

4.0 

7.0 

2022/3期 2023/3期 2024/3期(見込） 2027/3期(計画)

スマ通帳。口座数(累計） 非対面口座開設率

（千件、%）

240 280

206
217
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本社

紀南地区営業部

大阪地区営業部

9 8 8 10 

23 23 30 
35 

38 
50 

47 

55 

8 

20 

2022/3期 2023/3期 2024/3期

(見込)

2025/3期 2026/3期 2027/3期

(計画)

拠点別契約額 大阪地区営業部

本社

紀南地区営業部

省エネ・脱炭素関連機器（累計契約額）

経営資源

優先配賦

戦略系 主 要 業 務 内 容 議決権比率

リース業務 100％

投資業務 50％

プログラム作成・販売、
計算受託業務

80％

新会社設立（検討中）

② グ ル ー プ 戦 略 _ 成 長 分 野 へ の 戦 略 的 投 資

03__第7次中期経営計画の概要

戦略系グループ会社

サポート系 主 要 業 務 内 容 議決権比率

紀陽ビジネスサービス 事務代行業務（特例子会社） 100％

紀陽パートナーズ 職業紹介業務 100％

阪和信用保証 信用保証業務 100％

紀陽カード(JCB/VISA) クレジットカード業務 100％

紀陽カードディーシー クレジットカード業務 100％

銀行業高度化等会社

85
120 132

149
180

208

270
7.0

6.0
5.1

3.5

2.3

1.5

2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

(見込)

2025/3期 2026/3期 2027/3期

(計画)

リース債権残高

うち紀陽銀行向け（%)

紀陽リース

⚫ グループ会社を「戦略系グループ会社」と「サポート系グループ会
社」にセグメントし、「戦略系グループ会社」に経営資源を傾斜配
賦し、グループ収益力の向上を図り連単差15億円を目指す

⚫ 当行の取引企業に対する資金調達多様化、省エネ・脱炭素関連機
器のリース等の取組推進によりリース債権残高は順調に増加

⚫ 当行グループの収益ドライバーとして、リース取引の高度化、戦略
的人員配置を実施

戦略的

人員配置

（億円）

第6次中期経営計画 第7次中期経営計画第5次中期経営計画

（億円）
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紀陽情報システム

2,398 2,406 2,500 2,690 

1,065 1,179 1,200 
1,310 

134 108 
230 

300 

2022/3期 2023/3期 2024/3期

(見込)

2025/3期 2026/3期 2027/3期

(計画）

中長期的

目標

民間部門 金融部門 公共部門 43
億円

２０２１年 銀行業高度化等会社認可取得

（百万円）

売上実績・計画

⚫ 地域社会の変化を捉え、ITコンサルティングに加え、システム開発
受託や IT人材の供給等をおこなうことで、地域社会のデジタルト
ランスフォーメーションを推進

⚫ 地域企業の事業承継や事業再生、社会課題の解決に挑むスタート
ア ッ プ の 成 長 ・ 拡 大 を エ ク イ テ ィ フ ァ イ ナ ン ス を は じ め と し た ソ
リューションの提供により支援

紀陽キャピタルマネジメン ト

第2次中期経営計画

2 0 3 0年

ビジョン第1次中期経営計画

新たなフィールドへ「挑 戦」

金融、 公共、 企業のＩＴソリューション

を和歌山から全国へ
大阪

和歌山
東京

「地域DX」地域から頼られるシステム会社になろう！

第2次

中期経営計画
2024-2026

付加価値の向上
⚫ 新領域への事業拡大
⚫ 新技術への活用によるサービス拡大

生産性の向上
⚫ 業務効率化と働き方改革の追求
⚫ 人材育成の高度化

企業価値の向上
⚫ 地域社会との接点強化
⚫ ＩＴを通じて地域社会へ貢献

地域の枠を超えた圧倒的な存在感

銀行業の
高度化

地域の
ＤＸ推進

IT人材
の育成

ITを通じて社会へ貢献

各事業のフィールドで圧倒的な強みを発揮するシステム会社になろう！

２０３０年

ビジョン

ワクワクするシステム会社にしよう！第1次
中期経営計画

2021-2023 新技術への挑戦、働き方改革の追求、地方創生への貢献

「公共」と「金融」を「安定」した基盤分
野とし一般企業へのＩＴコンサルティン
グ等を「成長」分野として、日々「挑戦」
する。

50
億円

ファンド投資累計額（計画）

795 
1,255 

1,900 

4,300 

2022/12期 2023/12期 2024/12期

(計画)

2025/12期 2026/12期 2027/12期

(計画)

中長期的

目標

（百万円）

＊ファンド決算期12月時点の累計額

２０２１年３月設立

紀陽成長支援

２号ファンド

紀陽成長支援

1号ファンド

2 0 2 1 / 6設立 総額20億円

2 0 2 3 / 1 0設立 総額30億円

L P出資

9 9 %

G P出資

1 %

スタートアップ企業

出資
事業承継・事業再生

出資

Mission

Vision

Value

地域の未来をデザインする

地域金融を変革し、新たな価値の提供者となる
Finance 資金調達の新たな選択肢を提供する
Innovation 地域に革新的な価値を創造する
Governance       世代を超えて、想いをつなぐ

価値観
Excite and Excited with Passion
Open your Mind
Act as a Professional

行動指針
Think by yourself
Respect for Beliefs
Humble and  Proud

紀陽キャピタルマネジメント
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ＣＲＭ

対面非対面

効率的な顧客接点

による本業支援機会

を創出

アウトバウンド

個 人：一人ひとりのお客さまの価値観により沿うサービスの提供へ 法 人：ニューノーマル・デジタル時代のエンゲージメント構築へ

⚫ さまざまなチャネルの連携、デジタルとリアルの融合により、お客さまが求める多様

な利便性を提供

⚫ お客さまが必要なタイミングに、最適なチャネルで、価値ある情報を提供するパーソ

ナルサービス・コミュニケーションの高度化

⚫ お客さまの真のニーズ把握・行動理解による顧客起点のサービスの創出

⚫ 法人向けチャネルのマルチチャネル化による非対面接点の増強、顧客利便性の向上

⚫ 手続等の非対面化による営業リソースの有効活用・営業活動の効率化

⚫ データ利活用による取引先のゲインポイント、ニーズのスピーディーなキャッチアップ

によるアプローチの高付加価値化

データ
蓄積・分析

③ デ ジ タ ル バ ン キ ン グ 戦 略 _ 地 域 D X の 推 進

03__第7次中期経営計画の概要

デジタルバンキング

• データ活用基盤・データ
連携基盤の構築

• データ連携基盤・API等
を活用したチャネル間連
携の実現

• 顧客の利用・行動データ
の蓄積

• 顧客一人ひとりにパーソ
ナライズされた情報発信

• マーケティングオペレー
ションの省力化・自動化

• デ ー タ の 分 析 に よ る
UI/UXの改善・新サー
ビスの創出

• IFB契約者との非対面
接点の増強（電子交付等
法人向けチャネル間の連
携構築）

• 取 引 内 容 に よ り 法 人
ポータル無償提供による
インフラ整備（事業性貸

出先契約率約30%）

• 地域の事業性顧客との
非対面接点の構築

• データ利活用による企業
へのアプローチの高付加
価値化

• デ ー タ の 分 析 に よ
UI/UXの改善・新サー
ビスの創出

情報
提供

ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ
他ｻｰﾋﾞｽ
連携

法人ポータル

インバウンド

2024年4月

DX戦略部新設

⚫ デジタルの力で地域・地元企業・自治体と共創し持続的な地域活性化に貢献

⚫ ２０２４年4月、経営企画本部に「DX戦略部」を新設し、行内外の組織横断的なDX戦略を企画・立案・実行

第1フェーズ 第2フェーズ 第3フェーズ 第1フェーズ 第2フェーズ 第3フェーズ
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⚫ 企業のセグメント・ニーズに応じたITコンサルティング推進体制の整備

⚫ 行政と密に連携したデジタル化支援の展開（デジタル経営診断の他自治体への展

開・DXセミナーの共催等）

⚫ 地方行政のデジタル化・自治体システムの標準化の取り組みと連動した支援の展開

（基幹系システムの標準化対応）

⚫ 行政事務の効率化・生産性向上支援（CIO補佐・公金事務関係の効率化パッケージ

システムの導入・BPR支援等）

⚫ デジタル技術を活用した地域変革の取り組み（観光DX・スマート農業・教育DX・医

療介護DX等の地域連携プラットフォームへの参画）

大企業 ： オーダーメイド型 ＩＴコンサル

中堅企業 ： 基幹系システム更改支援

中小企業 ： ITツール導入支援

③ デ ジ タ ル バ ン キ ン グ 戦 略 _ 地 域 D X の 推 進

03__第7次中期経営計画の概要

地域 D Xの推進

地 元 企 業 ： Ｉ Ｔ コ ン サ ル テ ィ ン グ の 拡 充 自治体：自治体の生産性向上・持続的な地域のＤＸ支援

支援リソースの
集中投下

アライアンス
強化

自治体

地元企業

地域サービス
医療・教育農林水産

地域インフラ

観光

地域連携・変革を推進

必要な技術を提供

地域住民・消費者
伴走支援
パートナーシップ
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組織改編 インキュベーション施設の新設 （ 検討中 ）

営 業 統 括 部

ソ リ ュ ー シ ョ ン 戦 略 部

地 方 創 生 部 地 方 創 生 担 当

公 務 営 業 担 当

5F シェアオフィス

～
ミーティング・イベントルーム

コワーキングスペース

１F カフェ・サイネージ・ATM

⚫ サステナビリティ経営の高度化に向け組織改編

⚫ 創業・スタートアップ支援の専担部署として「（仮称）創業支援室」
を新設

⚫ 地方創生部では地元地域の持続的な成長を支援

営 業 推 進 本 部

（ 仮 称 ） 創 業 支 援 室

⚫ 創業資金相談

⚫ 成長支援

⚫ その他創業にかかる支援

2024年度中に新設予定

⚫ 公金関連取引、指定金融機関業務

⚫ 公共貸出等自治体向け取引の企画・推進

⚫ 自治体の課題に対する企画提案

⚫ 地域の活性化に向けた支援

⚫ PFIを含む官民連携の取組促進

「地方創生推進室」を昇格

「営業支援部」を改称

⚫ 旧宮北ビルのインキュベーション施設化を検討中

⚫ 地 元 地 域 の 創 業 ・ スタ ー ト ア ッ プ の 支 援 拠 点 と し 、 ステ ー ク ホ ル
ダーとのアライアンスを強化

所在地 和歌山市黒田（JR和歌山駅徒歩10分）

土地 面積：662㎡

建物 1992年築、鉄筋コンクリート造5階建

延床面積：1,338.23㎡

県 内 企 業

創業支援

旧宮北ビル

資金支援

連携・セミナー 施設利用

人材交流

情報提供

運営管理

ビ ジ ネ ス セ ン タ ー

連携
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公共貸出 P F Iの取組み

4,233 4,239 

4,300 

2023/3 2024/3(見込) 2025/3 2026/3 2027/3(計画)

公共貸出（期末月平均残高） ＊当座貸越除く

（億円）

検討段階
事前企画

調整段階

導入可能性

調査段階

事業者

公募段階
事業段階

自治体へのアドバイザリー業務 事業者（SPC）への融資業務

府県別事業数
民 間 資 金 等 活 用 事 業 推 進 機 構 「 都 道 府 県 別 実 施
方 針 公 表 件 数 （ 令 和 4 年 3 月 3 1 日 現 在 ） 」 よ り 当
行 作 成

御 坊 法 人 営 業 部

田 辺 法 人 営 業 部

白 浜 法 人 営 業 部
新 宮 法 人 営 業 部

箕 島 法 人 営 業 部

海 南 法 人 営 業 部

岩 出 法 人 営 業 部

橋 本 法 人 営 業 部
地 方

創 生 部

⚫ 地方創生部の公務営業担当（新設）において、公共貸出の増強に
向けた取り組みを推進

⚫ 市場金利が上昇傾向であることから、低リスク資産による収益増
強を図る

⚫ 事 業 構 想 フ ェ ー ズ で の 情 報 収 集 を 図 り 事 業 者 （ SPC ） へ の プ ロ
ジェクトファイナンスを取り組み

⚫ 基礎・事業可能性調査、事業スキームの検討・分析、事業者意向等
の「アドバイザリー業務」参画に向けたノウハウ修得・スキーム検討

▲ 0.500

▲ 0.250

0.000

0.250

0.500

0.750

1.000

(%)

共同債（10年）

国債（5年）

国債（10年）

大阪府

84件
奈良県

7件

滋賀県

84件
京都府

24件
兵庫県

47件

和歌山県

1件
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62% 65%

15%
17%

3%
2%

20% 16%

2023/3末 2024/3末

(見込）

2027/3末

（計画）

中長期的

円貨債券 外債 株式 投資信託

2023/3末 2024/3末

(見込）

2027/3末

（計画）

中長期的

円貨債券 外債 株式 投資信託

有 価 証 券

03__第7次中期経営計画の概要

ポー ト フ ォ リオの拡充 投資方針

⚫ 円 金 利 の 動 向 に は 留 意 し つ つ 、 円 貨 債 券 を中 心 と す る 安 定 的 な
ポートフォリオの構築を目指す

⚫ 円貨債券により安定的な利息収入の土台を構築し、外債や株式・投
資信託によりバランスの取れた安定的なポートフォリオを構築しつ
つ、同時に売買収益の獲得も目指す

有 価 証 券 運 用 高 度 化 に む け た 人 材 育 成

市 場 リ ス ク 管 理有 価 証 券 運 用

組 織 的 な リ ス ク リ タ ー ン 管 理

⚫ 市場リスク管理態勢高度化の下、有価証券運用の最適化に取り組
み、評価損益の改善を図る

⚫ 債券を中心とする多資産運用により1％程度の安定的収益を確保
できるポートフォリオの構築を目指す

⚫ 将来1兆円の残高を目指し、段階的にポートフォリオを拡大

⚫ 外部機関への派遣やジョブローテーションによる経営人材・専門人材育成

⚫ リスクアペタイトフレームワークを活用した有価証券リスクの管理

⚫ 多様な局面を想定したアクションプランの策定

⚫ 組織的な有価証券ポートフォリオ管理態勢

⚫ 有価証券運用におけるリスクリターンの最適化

⚫ 局面を捉えた売買によるポートフォリオの質の向上

⚫ インハウス運用の強化、運用手法の多様化

⚫ 適時適切なリスクシナリオ検証、ストレステストの実施

⚫ 定量的リスク管理の高度化

残高（時価ベース） 資産配分

10,0009,700
8,900

7,400

（億円）

ポ ー ト フ ォ リ オ の 拡 充 ・ 質 の 向 上

7 0 %

程度

7 0 %

程度
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取
締
役
会

ガ バ ナ ン ス

03__第7次中期経営計画の概要

コーポレー ト ・ ガバナンス体制 政策投資株式

⚫ 地域金融機関として経営戦略上の必要性、取引先に対する営業戦
略上の必要性、取引の採算性等を重視しその保有意義が認められ
ない場合、取引先企業との十分な対話を経たうえで縮減する方針

⚫ 第 ７次 中 期経 営 計画 期 間中 に 、 時 価ベ ースで「 累計 4 ０ 億円 程度
（10%相当）」の縮減、連結純資産の２０％以下の水準を目指す

613 

468 
448 450 

25.2%

20.9%

19.8%

2022/3末 2023/3末 2023/12末 2024/3末

(見込)

2025/3末 2026/3末 2027/3末

時価 連結純資産比

第6次中期経営計画

（実績）

第7次中期経営計画

（計画）

⚫ 企業価値向上に向けた、透明・公正かつ迅速・果断な経営の意志
決定をはじめとするコーポレート・ガバナンス体制の強化に継続的
に取り組む

⚫ 内部監査部門は頭取に加え、取締役会及び監査等委員会に対する
レポーティングライン（直接報告を行う仕組み）を構築しており、実
効性のある内部監査体制を確保

株 主 総 会

会計監査人

指名諮問委員会
報酬諮問委員会

※委員長：社外取締役
（監査等委員）

内部監査部門
（監査部）

執

行

部

門

監査等委員でない
取締役

取締役頭取

監査等委員会

監査等委員である
取締役

サステナビリティ委員会

リスク管理委員会

法令等遵守委員会

ALM戦略委員会

DX戦略委員会※

本部・営業店

グループ会社

経営会議

連
携

連
携

指
示
命
令

報告

監
査
・
監
督

権限一部委任

内
部
監
査

会
計
監
査

内
部
統
制
監
査

選任
解任

選任
解任

報
告

指
示
命
令

報告

選任
解任

報
告

（億円）

時価ベース累計▲４0億円程度

連結純資産比 20%以下水準

※上場株式および非上場株式、みなし保有株式の合計※「 IT戦略委員会」から改称

20 ％以下
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⚫ 本 資 料 は 情 報 提 供 の み を 目 的 と し て 作 成 さ れ た も の で あ り 、 特 定 の 証 券 の 売 買 を 勧 誘 す る も の で は

あ り ま せ ん 。

⚫ 本 資 料 に 記 述 さ れ た 事 項 の 全 部 ま た は 一 部 は 、 予 告 な く 修 正 ま た は 変 更 さ れ る こ と が あ り ま す 。

⚫ 本 資 料 に は 将 来 の 業 績 に か か る 記 述 が 含 ま れ て お り ま す が 、 こ う し た 記 述 は 将 来 の 業 績 を 保 証 す る

も の で は な く 、 経 営 環 境 の 変 化 等 に 伴 い 異 な る 可 能 性 が あ る こ と に ご 留 意 く だ さ い 。

⚫ な お 、 本 資 料 の 全 部 ま た は 一 部 を 当 行 の 承 諾 な し に 転 写 ・ 複 製 し 、 ま た は 第 三 者 に 伝 達 す る こ と は で

き ま せ ん の で ご 注 意 く だ さ い 。
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